
( 雇用型テレワークを活用する皆様へ)

テレワークの適切な導入及び実施の推進

のためのガイドライン

► 令和3 年3 月2 5 E 、テレワークガイドラインを改定しました。

  ・ ガイドラインの一改定に関f さ至稔ボイ> H

0 労務管理全般に関する記載の追加（人事評価、費用負担、人材育成等）。

0 正規雇用労働者、非正規雇用労働者といった雇用形態の違いのみを理由としてテレワ- ク対象者から

除外することのないよう留意が必要であることを記載。

0 導入に当たっての望ましい取組として書類のペーパーレス化の実施等を記載。

0 テレワークにおける労働時間の把握について、原則的な方法として八°ソコンの使用時間の記録等の客観

的な記録による場合の対応方法や、労働者の自己申告による把握を行う場合の対応方法を記載。

0 テレワークを行う労働者のワ- クライフバランスの実現のために、時間外・休日・所定外深夜労働の取扱

し、について記載。

0 自宅等でテレワ- クを行う際のメンタルヘルス対策や作業環境整備等に当たって事業者・労働者が活

用できる分かりやすいチェックリストを作成。

趣旨

テレワークはウィズ] □ナ・ポスト] □ナの「新たな日常」、「新しい生活様式」に対応した働き

方であると同時に、働〈時間や場所を柔軟に活用することのできる働き方として、更なる導

入・定着を図ることが重要。本ガイドラインは、使用者が適切に労務管理を行い、労働者が

安心して働くことができる良質なテレワークを推進するため、労務管理を中心に、労使双方

にとって留意すべき点、望ましい取組等を明らかにしたもの。
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Q " テレワークの形態
織艦鵬sS i 鍾

①在宅勤務

通勤を要しないことから、時間

を柔軟に活用することが可能と
なり、仕事と家庭生活との両

立に資する

②サテライトオフイス勤務

自宅の近くや通勤途中の場所等に設

けられたサテライトオフイスでの勤務は、

通勤時間を短縮しつつ、作業環境の

整った場所で就労可能

③モ八イル勤務

労働者が自由に働く場所を選択で

きる、外勤における移動時間を利用

できる等、働く場所を柔軟にすること

で業務の効率化を図ることが可能

> しめゆる「ワーケーシヨン」についても、情報通信技術を利用して仕事を行う場合には、モバイル

勤務、サテライトオフィス勤務の一形態として分類することができる。
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レワークの導入に際しての留意点

・労使双方にとってプラスなものとなるよう、働き方改革の推進の観点にも配意して行うこと
が有益であり、使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働くことのできる良

質なテレワークとすることが求められる。

・テレワークを推進するなかで、従来の業務遂行の方法や労務管理の在り方等について改

めて見直しを行うことも、生産性の向上に資する。

・テレワークを円滑かつ適切に、制度として導入し、実施するに当たっては、導入目的、対
象業務、申請等の手続、費用負担等について、あらかじめ労使で十分に話し合い、

ルールを定めておくことが重要。

・ー般にテレワークを実施することが灘しいと考えられる業種・職種であっても個別の業務に

よっては実施できる場合があり、仕事内容の本質的な見直しを行うことが有用な場合が
ある。テレワークに向かないと安易に結論づけるのではなく、管理者側の意識を変える

ことや、業務遂行の方法の見直しを検討することが望ましい。

・テレワークを実施するに当たっては、労働者本人の納得の上で、対応を図る必要があ

・テ°レワークの対象者を選定するに当たっては、正規雇用労働者、非正規雇用労働者と
いった雇用形態の違いのみを理由としてテレワーク対象者から除外することのないよう

留置する必要がある。
・在宅での勤務は生活と仕事の線弓| きが困難になる等の理由から在宅勤務を希望しない

労働者について、サテライトオフイス勤務やモ八イル勤務を利用することも考えられる。

・新入社員、中途採用の社員及び異動直後の社員は、業務を円滑に進める観点から、

] ミユニケーシヨンの円滑化に特段の配慮をすることが望ましい。・

・既存業務の見直し・点検

不必要な押印や署名の廃止、書類のペー八°ーレス化等が有効である。
. 円滑な□£ □・ニク・ーS z g >

労働者や企i の状況に応じた適切な] ミユニケーシヨンを促進するための取組を行うこと
が望ましい。

・グループ企業単位等での実施の検討

企業のトップや経営層がテレワークの必要性を十分に理解し、方針を示すなど企業全体

として取り組む必要がある。
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労務管理上の留意点

翔きR y 義鐵寧ーーi i 普靜錘輪: 纖
・テレワークは、非対面の働き方であるため、個々の労働者の業務遂行状況や、成果を生み

出す過程で発揮される能力を把握しづらい側面があるとの指摘があるが、人事評a は、企業

が労働者に対してどのような働きを求め、どう処遇に反映するかといった観点から、企業がその

手法を工夫して、適切に実施することが基本である。

・例えば、上司は、部下に求める内容や水準等をあらかじめ具体的に示しておくとともに、評

価対象期間中には、必要に応じてその達成状況について労使共通の認識を持つための機会

を柔軟に| 妥けることが望ましい。

・人事評価の評価者に対しても、非対面の働き方において適正な評価を実施できるよう、評
価者に対する訓練等の機会を設ける等の工夫が考えられる。

・テレワークを実施してい・5 者に対し、時間外、休日又は所定外深夜（以下「時間外等」とし、

う。）のメール等に対応しなかったことを理由として不利益な人事評価を行うことは適切な

人事評価とはいえない。

・テレワ- クを実施せず( こオフィスで勤務していることを理由として、オフィスに出勤している労働者

を高く評価すること等も、労働者がテレワ- クを行おうとすることの妨げになるものであり、適切

な人事評価とはいえない。

韻| | ^ I I ーー顧® ^ ^ 纖難: :
・テレワークを行うことによって労働者に過度の負担が生じることは望ましくない。

・個々の企業ごとの業務内容、物品の貸与状況等により、費用負担の取扱いは様々であ

るため、労使のどちらがどのように負担するか、使用者が負担する場台における限度額、

労働者が使用者に費用を請求する場台の請求方法等については、あらかじめ労使で十

分に話し合い、企業ことの状況に応じたルールを定め、就業規則等において規定しておく

ことが望ましし、。

・特に、労働者に情報通信機器、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合には、当

該事項について就業規則に規定しなければならない。（労働基準法第8 9 条第5 号）

・在宅勤務に伴い、労働者個人が契約した電話回線等を用いて業務を行わせる場合、通

話料、インターネット利用料などの通信費が増加する場合や、労働者の自宅の電気料金

等が増加する場合、実際の費用のうち業務に要した実費の金額を在宅勤務の実態を踏

まえて合理的・客観的に計算し、支給するこど& 考えられる。
※費用負担等に関する源泉所得税の課税関係については、国税庁が作成したF A Q を参照

・テレワークを推進する上で、社内教育等についてもオンラインで実施することも有効。

・テレワークのキ寺| 生を足沓まえると、自律的に業務を遂行できることが' テレワークの効果的な

実施に適してお^ 企業は、各労働者が' 自建的に寒務を遂行でき§よう仕事の進め方
の工夫や社内教育等によって人材の育成に取り組むことが望ましい。

・併せて、管理者による適切な7 ネジメントが' 行われることが' 重要であり、テレワークを実施

する際にも適切な業務指示ができるようにする等、管理職のマネ> メント能力向上に取り

組むことも望ましい。
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5

テレワークのルールの策定と周知

・労働基準法上の労働者については、テレワークを行う場合においても、労働基準法、最

低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法等の労働基準関係法令が適

用される。

・テレワークを円滑に実施するためには、使用者は労使で協議して策定したテレワークの

ル- ルを就業規則に定め、労働者に適切に周知することが望ましい。

・テレワ- クを行う場所について、労働者の都合に合わせて柔軟に選択することができる場
合には、使用者の許可基準を示した上で、「使用者が許可する場所」においてテレワ- ク

が可能である旨を定めておくことが考えられる。

・使用者は、労働契約を締結する際、労働者に対し、就労の開始日からテレワークを行わ
せることとする場合( こは、就業の場所として（2 ) の「使用者が許可する場所」も含め、テ

レワークをキ于う場所を明/ 〒、する/ 必要がある。

・労働契約や就業規則において定められている勤務場所や業務遂行方法の範囲を超え

て使用者が労働者にテレワ- クを行わせる場合には、原則として、労働者本人の合意を
得た上での労働契約の変更が必要であることに留意する必要がある。

H - 様々な労働時間制度の活用

・労働基準法には様々な労働時間制度が定められており、全ての労働時間制度でテレ
ワークが実施可能であり、テレワーク導入前に採用している労働時間制度を維持したまま

テレワークを行うこと、テレワークを実施しやすくするために労働時間制度を変更する場合に

は、各々の制度の導入要件に合わせて変更することが可能である。

ア通常の労働時間制度及び変形労働時間制

あらかじめ就業規則に定めておくことによって、テレワークを行う際に労働者が始業及び終
業の時刻を変更することができるようにすることが可能である。

イフレックスタイム甫I J

労働者にとって仕事と生活の調和を図ることが可能となるといったメリットがあるものであ

り、フレックスタイム制を活用することによって、労働者の仕事と生活の調和に最大限責す
ることが可M g となる。
ウ事業場外みなし労働時間制

テレワークにおいて一定程度自由な働き方をする労働者にとって、柔軟にテレワークを行

うことが可能となる。
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   事業場外みなし労働時間制（詳細）

・テレワークにおいて、次の①②をいずれも満たす場合には、制度を適用することができる。
( 参考）

事業場外みなし労働時間制は、労働者が事業場外で業務に従事した場合において、

労働時間を算定することが困難なときに適用される制度。

①情報通信機器が、使用者の指示により常時通信可能な状態におくこととさ
れていなし、こと

= 以下の場合については、しヽずれも①を満たすと認められ、情報通信機器を労働者が所
持していることのみをもって、制度が適用されないことはない。

> 勤務時間中に、労働者が自分の意思で通信回線自体を切断することができる場合

> 勤務時間中は通信回線自体の切断はできず、使用者の指示は情報通信機器を用いて

行われるが、労働者が情報通信機器から自分の意思で離れることができ、応答のタイミン

ヴを労働者が判断することができる場合

> 会社支給の携帯電話等を所持していても、その応答を行うか否か、又は折り返しのタイミ

ングについて労働者において判断できる場合

②随時使用者の具体的な指示に基づいて業務を行っていないこと

= 以下の場合については②を満たすと認められる。

> 使用者の指示が、業務の目的、目標、期限等の基本的事項にとどまり、1 日のスケ

ジュール（作業内容とそれを行う時間等）をあらかじめ決めるなど作業量や作業の時

期、方法等を具体的に特定するものではなし鴻合

・裁量労働制及び高度プロフェッショナル制度は、業務遂行の方法、時間等について労働

者の自由な選択に委ねることを可能とする制度である。これらの制度の対象労働者( こつ

いて、テレワークの実施を認めていくことにより、労働する場所についても労働者の自由な

選択に委ねていくことが考えられる。

テレワークにおける労働時間管理の工夫

・テレワークの場合における労働時間の管理については、テレワークが本来のオフィス以外の

場所で行われるため使用者による現認ができないなど、労働時間の把握に工夫が必要と

なると考えられる。

・ー方で、労働時間管理についても情報通信技術を活用して行うこととする等によって、労

務管理を円滑に行うことも可能となる。

・使用者がテレワークの場合における労働時間の管理方法をあらかじめ明確にしておくこ

とにより、労働者が安心してテレワークを行うことができるようにするとともに、使用者にとって

も労務管理や業務管理を的確に行うことができるようにすることが望ましい。
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・テレワ- クにおける労働時間の把握については、「労働時間の適正な把握のために使用

者が講ずべき措置に関するガイドライン」（以下「適正把握ガイドライン」という。）も踏

まえた使用者の対応として、次の方法によることが考えられる。

ア客観的な記録による把握

- 適正把握ガイドラインにおいては、使用者が労働時間を把握する原則的な方法とし
て、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として、始業及び終業の時

刻を確認すること等が挙げられている。

・情報通信機器やサテライトオフィスを使用しており、その記録が労働者の始業及び終業

の時刻を反映している場合には、客観性を確保しつつ、労務管理を簡便( こ行う方法と

して、次の対応が考えられる。

> 労働者がテレワ- クに使用する情報通信機器の使用時間の記録等により、労働時間を把握
すること

> 使用者が労働者の入退場の記録を把握することができるサテライトオフイスにおいてテレワークを

行う場合には、サテライトオフィスへの入退場の記録等により労働時間を把握すること

イ労働者の自己申告による把握

・テレワークにおいて、情報通信機器を使用していたとしても、その使用時間の記録が

労働者の始業及び終業の時刻を反映できないような場合も考えられる。

・このような場合に、労働者の自己申告により労働時間を把握することが考えられるが、

その場合、使用者は以下のような措置等を講ずる必要がある。

> 労働者に対して労働時間の実態を記録し、適正に自己申告を行うことなどについて十分な

説明を行うことや、実際に労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用等に

ついて十分な説明を行うこと

> 労働者からの自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かに

ついて、パソコンの使用状況など客観的な事実と、自己申告された始業・終業時刻との間に

著しい乖離があることを把握した場合には、所要の労働時間の補正をすること

> 自己申告できる時間外労働の時間数に上限を設けるなど、労働者による労働時間の適正
な申告を阻害する措置を講じてはならないこと

・労働者の自己申告により労働時間を簡便に把握する方法としては、例えば1 日の終

業時に、始業時刻及び終業時刻をメール等にて報告させるといった方法を用いることが
考えられる。
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   ー ・ ー ♦ 一 +  + ・' ・ーー，・+ :  J ー ・・ +  一. *  一,

・テレワークの場合においても、労働時間の把握に関して、次のような点に留意するこ^ ; が
要である。

> フレックスタイム制が適用される場合には、使用者は労働者の労働時間については、適切に把握する

こと

> 事業場外みなし労働時間制が適用される場合には、必要に応じて、実態に合ったみなし時間となっ

ているか労使で確認し、使用者はその結果に応じて業務量等を見直すこと

> 裁量労働制が適用される場合には、必要に応じて、業務量が過大又は期限の設定が不適切で労

働者から時間配分の決定に関する裁量が事実上失われていないか、みなし時間と当該業務の遂行

に必要とされる時間とに乖離がないか等について労使で確認し、使用者はその結果に応じて業務量

等を見直すこと

ア中抜け時間

・テレワークに際しては、一定程度労働者が業務から離れる時間が生じることが考えられる。

・このような中抜け時間については、労働基準法上、使用者は把握することとしても、把握
せずに始業及び終業の時刻のみを把握することとしても、いずれでもよい。

・中抜け時間を把握する場合、その方法として、例えば一日の終業時に、労働者から報告

させることが考えられる。

・中抜け時間の取扱いとしては例えば以下のような取扱いが考えられる。

> 中抜け時間を把握する場合には、休憩時間として取り扱しヽ終業時刻を繰り下げt こり、時間単位の

年次有給休暇として取り扱う

> 中抜け時間を把握しない場合には、始業及び終業の時刻の間の時間について、休憩時間を除き

労働時間として取り扱う

イ勤務時間の一部についてテレワークを行う際の移動時間

・勤務時間の一部についてテレワークを行う場合が考えられるが、こうした場合の就業場

所間の移動時間について、労働者による自由利用が保障されている時間については、
休憩時間として取り扱うことが考えられる。

・ー方で、例えば、テレワーク中の労働者に対して、使用者が具体的な業務のために急

きょオフィスへの出勤を求めた場合など、使用者が労働者に対し業務に従事するために

必要な就業場所間の移動を命じ、その間の自由利用が保障されていなしヽ場合の移動

時間は、労働時間に該当する。

ウ休憩時間の取扱い

・テレワ- クを行う労働者について、労使協定により、一斉付与の原則を適用除外とする

ことが可能である。

ェ時間外・休B 労働の労働時間管理

・テレワークの場合においても、使用者は時間外・休B 労働をさせる場台には、三六協

定の締結、届出や割増賃金の支払が必要となり、深夜に労働させる場台には、深夜

労働に係る割増賃金の支払が必要である。

・このため、使用者は、労働者の労働時間の状況を適切に把握し、必要に応じて労働

時間や業務内容等について見直すことが望ましい。
- 7



才長時間労働対策

・テレワ- クについては、業務の効率化( こ伴い、時間外労働の削減につながるというメリットが

期待される一方で、労働者が使用者と離れた場所で勤務をするため相対的に使用者の管
理の程度が弱くなる等のおそれがあることに留意する必要がある。
・このような点に鑑み長時間労働による健康障害防止を図ることや、労働者のワ- クライフパ'
ランスの確保に配慮することが求められている。

・テレワ- クにおける長時間労働等を防ぐ手法としては、以下のような手法が考えられる。

役職者、上司、同僚、部下等から時間外等にメ- ルを送付することの自粛を命ずる
こと等が有効である。

電話等での方法によるものも含め、時間外等( こおける業務の指示や報告の在り方
について、各事業場の実情に応じ、使用者がルールを設けることも考えられる。

・・. ，- ・/ 1  : . ベ：: , リ々. . . ペ. f . ・・ー・・; : . ' 也: : * ; こ| I - ・も. 七々
> ン: , 攝啖機取^

・外部のパソコン等から所定外深夜・休日は事前に許可を得ない限りアクセスできな

いよう使用者が設定することが有効である。

・通常のオフィス勤務の場合と同様に、業務の効率化やワ- クライフバランスの実現の
観点からテレワークを導入する場合にも、その趣旨を踏まえ、労使の合意により、時

間外等の労働が可能な時間帯や時間数をあらかじめ使用者が設定することも有効

である。

・労使双方において、テレワークの趣旨を十分に共有するとともに、時間外等の労働

を行う場合の手続等を就業規則等に明記しておくことや、テレワークを行う労働者に
対して、書面等により明示しておくことが有効である。

・テレワークにより長時間労働が生じるおそれのある労働者や、休日・所定外深夜労

働が生じた労働者に対して、使用者が注意喚起を行うことが有効である。
・具体的には、管理者が労働時間の記録を踏まえて行う方法や、労務管理システム
を活用して対象者に自動で警告を表示するような方法が考えられる。

・勤務間インタ- パ' ル制度はテレワークにおいても長時間労働を抑制するための手段

の一つとして考えられ、この制度を利用することも考えられる。
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0 " テレワークにおける安全衛生の確保

・労働安全衛生法等の関係法令等においては、安全衛生管理体制を確立し、職場にお

ける労働者の安全と健康を確保するために必要となる具体的な措置を講ずることを事業
者に求めており、自宅等においてテレワークを実施する場合においても、事業者は、これ
ら関係法令等に基づき、労働者の安全と健康の確保のための措置を講ずる必要があ

る0

・労°働者を雇い入れたとき（雇入れ後にテレワークの実施が予定されているとき）又は労
働者の作業内容を変更し、テレワークを初めて行わせるときは、テレワーク作業時の安全

衛生に関する事項を含む安全衛生教育を行うことが重要である。

・テレワークでは、労働者が上司等とコミュニケーシヨンを取り( こくい、上司等が労働者の心

身の変調に気づきにくいという状況となる場合が多い。

・このような状況のもと、円滑にテレワークを行うためには、「テレワークを行う労働者の安全
衛生を確保するためのチェックリスト（事業者用）」を活用する等により、健康相談体

制の整備や、コミュニケーシヨンの活性化のための措置を実施することが望ましい。

・また、労働者の心の健康の保持増進のための指針に規定されている「心の健康づくり計

画」の策定に当たっては、テレワークにより生じやすい状況を念頭に置いたメンタルヘルス対

策についても記載し、計画的に取り組むことが望ましい。

灘: 考一^ 細鱗，叡ミぢ齊改砧滅纖

・テレワ- クを行う作業場が、労働者の自宅等事業者が業務のために提供している作業

場以外である場合には、事務所衛生基準規則等は一般には適用されないが、これらの

衛生基準と同等の作業環境となるよう、事業者はテレワ- クを行う労働者に教育・助言

等を行い、「自宅等においてテレワークを行う際の作業環境を確認するためのチェックリ
スト（労働者用）」を活用すること等により、自宅等の作業環境に関する状況の報告

を求めるとともに、必要な場台には、労使が協力して改善を図る又はサテライトオフイス

等の活用を検討することが重要である。

・事業者は、労働者がテレワークを初めて実施するときは、上記の

チェックリストを活用する等により、（1 ) から（3 ) までが適切

に実施されることを労使で確認した上で、作業を行わせることが重

要である。

・また、事業者による取組が継続的に実施されていること及び自宅

等の作業環境が適切に維持されていることを、上記のチェックリス

卜を活用する等により、定期的に確認することが望ましい。

チェツクリストはこちら
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9

テレワークにおける労働災害の》甫イ賞

・労働契約に基づいて事業主の支配下にあることによって生じたテレワークに

おける災害は、業務上の災害として労災保険給付の対象となる。

・使用者は、情報通信機器の使用状況などの客観的な記録や労働者から申告さ
れた時間の記録を適切に保存するとともに、労働者が負傷した場合の災害

発生状況等について、使用者や医療機関等が正確に把握できるよう、当該

状況等を可能な限り記録しておくことを労働者( こ対して周知することが望

ましい。

テレワークの際の八ラスメントへの対応

・事業主は、萌場におけるパワー八ラスメント、セクシュアノレ八ラスメント等

( 以下「八ラスメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講

じることが義務づけられており、テレワークの際にも、オフィスに出勤す

る働き方の場合と同様に、関係法令・関係指針に基づき、八ラスメントを

行ってはならない旨を労働者に周知啓発する等、八ラスメントの防止対策
を十分に講じる必要がある。

テレワークの際のセキュリティへの対応

・情報セキュリティの観点から全ての業務を一律にテレワークの対象外と判断

するのではなく、関連技術の進展状況等を踏まえ、解決方法の検討を行う

ことや業務毎に個別に判断することが望ましい。また、総務省が作成して
いる「テレワークセキュリティガイドライン」等を活用した対策の実施や

労働者ペの教育等を行うことが望ましい。

1 0
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テレワ・- ・クの

適切な導入及び実施の推進のための力' イドライ

1 趣旨

労働者が情報通信技術を利用して行う事棄場外勤務( 以下「十レワ— クj という，: ）には、オフィスでの勤務に

比べて、働く時間や埠所を柔軟に活甲十る: 二とが吋能であり, 通勤時問の短相及びこれに伴う心身の負担の軽減，

仕事に巢中できる環境での業務の実施による業務効卒化につながり、それに伴う時間外労働の削減，育児や介誰と

仕事の両立の一助となる等，労働者にとって仕車と生活の調和を図ることが可能となるといったメリソトがある. .

また、便用者にとっても、業務効串化による生産性の向上にb 資すること，育児や介誰等を理由とした労働者の

離職の防止や、遠隔地の倭秀な人村の確保. オフイスコストの削滅等のメリットがある。

+ レワーク：エ、ウィズコロナ. ボフ. トコロナの「新たな日常」、「新しバ生活様式」に対応した働き方であると

同時に、働く時間や場所を柔軟に活用することのできる働き片として、更なる導入・定普を図る. 二とが重要である，. .

本ガイドラインは. 使甲者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して做] くことができる良戊な+ レワークを推

進するため，モレワークの導入及び実施に当たり、労務管理を中心に，労使双方にとって留意すべき点、望まし、

取祖等を明らかにゝたもので; b o . : , 本ガイドラインを参考として，労使て十分に話し含いが行わパ、良質な- テレワ

ークが導入され、定着していくことが期待される, - .

  2 千レワークの形態

十レワークの形態は，業務を行う埠所に応じて. 労働者の自宅て行う4 : 宅勤務、労働者の屁するメインハオフィ

フ、以外に設けられたオフ1 ' スを利用十るサ+ ライトでフ1 ' ス勤務，ノー、パソコンや携帯電話等を活用して臨機

応変に選択I . た場所で行うモバイル刺務に分頗される. + しワークの形態1 との特尚として以下の点が宰げらh

る: .

  ① 在宅勤務

通勤を要しない- 二とから. 事業喝ての勤務の場合に通勤に要十る時間を柔軟に活用できる，. また，例えば育児

休業明けの労働者/ パ短時間勤務等と祖み台わせて勤務する1 とが可能となること・保育所の近くで働 く ことが可

能となる" と等から、仕事と家底主活との両立に資てる棚き方である, ：

  ② ナ于ライトオフイス勤務

自宅の近くや通勤途中の場所等に設けらバたサ子ライトオフイス（シェアオフイス，一，ワーキンクスベースを

含む. . . ）ての勤務は、通勤時問を短箱| 一. つつ，任宅到務やモバイル勁務以上に作柔環境の整った場所で就労可能

な働き方てある

  ③ モバイ，し勤務

労働者が自由に働く埼所を選択できる、外勤における柊動時間を利用で全る等、働く堤所を尤軟にすることや

業務の効串化を図る二とが可能な働き方である。

二のほか，- r しワーク等を活用し、普段のオフィスとは異なる埠所で余暇を楽しみつつ仕事を行う. い: しゆ〇 r ワ

ーケーション」についてむ，情報通信技術を利用して仕事を行う堤合には，モバイル勤務、ナテライトオフィス勤

務の- 形態として分頓十る1 とができる-

  3 千/ ワークの導人に際しての留怠点

f 1 ）子レワ・- クの推進に当たって

テレワークの推進は、労便双方にとってブラス・なb のとなるよう. 働き方改革の推進の観点にも配意して行う

二とが有益であり、使用者が適切に労務管理を行い，労働者が安心して働くことのできる良質なテレワークと十

る二とが求められる: .

なお、テレワークを推進才るなかで，従来の業務送行の方法や労務管理の在方等について改めて昆直しを行

うこ>  も、生産性の向上に宙十るものてあり、テレワークを実施寸る労働者だけでなく、企業にとってb .  ノリノ

卜のあるi 一> のであろ. ,
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テレワークル円滑かつ適切: こ、制度として導入し、実施寸るに当たっては、導久目的、対象業務、対象となり

得る労働者の範囲，実施堤所・千レワーク可能日( 労働者の帝望. 当番制，頻度等) , 申請等の手続、費用負担、

労働時間管理の方去や中抜け時間の取扱い・通常又は緊急時の連絡方法等について・あらかじめ労使で十分に話

し合い、ルールを定めておくことが重要てある. : .

( 2 ) テレワークの対象業務

例えば、いわゆるエソセンシャルワーカーなどが従事ぐ〇業務等、みの性格上子レワークを実施寸る- . — とが難

しい業種・職種があると考えられるが、一般に〒レワークを実砲寸ることが難しいと考えられる業種・M 種であ

ってむ個別の業務によっては実施できる埼ながあり. . 必ずしもそれまでの業務の在り方を前提にテレワークの対

象業務を選定寸るのでになく . 仕事内容の本質的な見直しを行うことが有用な埼合がある. 」一丁レワークに向かな

いと安易に結論づけるのでけなく・管理触側の京識を変える一とや・某務茂けの方法の見直しを検討する1 とが

望ましい: ，なお、オフィスに出勤十る労側者のみに業務が偏らない: t う，留意寸る. - とが必要である，

( 3  J テレワークの対象者等

テレワークの契機は棟ヤでわり、労働者が千しワークを希望すら場合や、使弔者が指示十ろ埠合があるが、い

ずれにI . . ても実際に千レワークを実施するに当たつては、労働# 本人の納得の上で. 対応を| ゴる必要がある: ，

また、短時間労働者及び有期雇用労働者・のく羽管理の改善等に関する法律（平成5 年法律第巧号）及び労働

者派造事業の適正な運営の確保及ぴ派遣労働者の保護等に関する法律( 昭和6 0 年法律第8 8 号. ) に基づき、正規

雇用労働者と非正規く用労働者との間で、めらゆる待遇について不合理な待遇差を段けブはならないこととされ

てし、ら. ,

テレワークの対象者を選定十るに当たっては、正規雇甲労働者，非T F 規旭用労働者といった雇用形態の違いの

みを理由として子しワーク対象者から除外す〇ことのないよう留意寸る必要がおる. :

派造労働者・がラ'  レワー. クを行うに当たっては. 厚牛労働省ホーム- ページに掲載している「派造労働者・等に係る

モレワークに関するQ & A 」を餐照されたい. : .

瑕用形態にかかわらず. 業務等の要因により、企業内でテレワークを実施て' きる者に偏りが生じてL . まう碍台'

においては，労働者間で納得感を得られるよう、テレワークを実施ナる者の優先順位やテレワークを行う煩度等

について，あっかじめ労使で十分に話し合う二とが望ましい.

また、在宅での利務は生活と仕事の穂引きが困難になる等の理由から在宅勤務を希望しない労働# について、

サ千ライトてフィス勤務やモバイル刺務を利用十〇 ' 二とも考えられる, .

特に，新入社員、中途採巾| ツ) 社員及び異励直後の社員は. 業務について上司や同僚等に問きたい：とが多く .

下安が大きい埼合がわる：このため、業務を円滑に進める観点から、テレワクの実施に当たっては、」ミコニ

ケ- - シ3 ンの円滑化に特段の配處を寸る一とが望ましし・、, .

( 4  ) 導んに当たっての望ましい取組

テレワ- クの推進に当たっては、以下のような取組を行うことが望ましい. .

・ 既庁業務の見商し・点検

テレワークをしやすい業種・職種てあっても、不j 必要な押印や署名、対面での会議を必須と十る、資料を紙

で上司に説明十る等の仕事の進め方がテレワ、ーー・クの導人・実施の障壁となっているケースが, もる. ，そのため、

不必要な押印や署名の廃i 、書頓のべーパーレス化、決哉の電子化，オメライン会議の導入等が有効である

また，職楊内の意識改革をはじめ、業務の進め方の見直しに取り組むことが望ましい. - .

・ 円滑なコミュニケーシ3 ン

 円滑に棄務を遂πする観点からは、働き方が変化する中でも、労働者や企業の状況に応じた適切なコミコニ

ケーシ= J ンを促進十るための取組を行うことが望ましい. : 職場と同様にコミュニケーシ3 ンを取る二とができ

るソフトウ丁ア導入等も考才られ

  ・ ' / ループ企業単位等での実強の検討
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職埒の雰囲気等でテレワークを実施寸・る. 二とが難しい場合もあるため、企業のトップや経・富層が千レワーク

の必要性を十分; こ理解し，方針を示才など企業全体として取り組む必要がある. : . ま. た，職碍で・ん関係や取引先

との関係により，一個人. 一企業| 乃みでーレワークを推進することが困難な堤合がある. : . そのため、クループ

企業や、業界単位などを含めたテレワークの実施の呼びかけを行うことも望ましい、

4  労務管理上; 〇留意点

  ( 1 ) + レワークにおける入事評価制度

テレワークは，非対面の働き方でおるため，個ケの労働者の業務遂行状: 況や、成果を生み出す過程で発揮され

る能力を把握しづら. ・、側面があるとの指摘があるが、人事評価は. 企業が労働者に対1 ノてどのような働きを求

め、ど- ) 処遇に反映十るかといった観点から，企業がその手去を工夫して、適切に実施才ることが基本である.

例えば、上司は、部下に求める内容や水準等をf c らかじめ具( 本的に示しておくとともに、評価対象期間中には.

必要に応じてその達成状況について労使共通の認識を持つための機会を柔軟に設けることが望ましい. . 特に行動

面や勤務意欲、態度等乃情意面を評価才る企業は、評価対象となる具体的な行動等の内容や評価の方法をあらか

じめ見える化1 . . 、示寸ことが望ましし\

加えて，人事評価の評価者に対しても，非対面の働き方においで適正な評価を実施できるよう、評価者に対す

る訓練等の機会を設はる等のエ夫t  考えられろ.

また. 千レワークを実施している者に対し、時間外、休日又は所定外深夜( 以下「時間外等J という. : , ) のメ

- ル等に対応しなかった二とを理由として下利益な人事評価を行- ) ことは適切な人車評価とはいえないC

なお，テレワ- - クを行う場合の評価方法を、オフィスでの勤務の埼含の評価方法と区別する際にに、誰もがモ

レワークを行えるように十ることを妨げないよつに丁夫を行うとと，しに、あらかじめテレワークを選択L ようと

する労働者・に対して当該取扱いの内容を説明する- とが望ましい. : . レワークの実施頻度が労働者に去リられ

ている場合などにあっては）テレワークを実施せ干にオフィスで勃務している. 二とを理由として，オフィスに出

勤して| . , 、る労働者を高く評価すること等b , 労働者がテレワークか行おつ，しする二との妨げになるむのて・あり,

適切な人事評価し¢ x 、、えなし、,

  ( 2 ） モレワーク：こ要・1 る費用負担の取扱い

子レワークを行うことによって労働者に過度の負担が生じることは望ましくなし個々の企業ごとの業務内

容，物品の貸与状況等により、費用負担の取扱いは様ャであるため. 労使のどちらがどのように負担するか、ま

た、使用# . が負担する場含におじる限度額、労働者が使用# に一齊用を請求于る埠会のt 青求方法等については、め

らかじめ労使で十分に話し合い，企業1 ' との状況に応じたルールを定め、就業規則等において規定しておく二と

が望ましい。特に. 労働者・に情報通信機器、作業用品その他の負担をさせる定めをナる楊合には，当該事項につ

いて就業規則に規定しなければならなバこととされてし'  る( 労働基準法t 昭和2 2 年法律第4 9 号) 第8 9 条第5

 号）

在宅勅務に伴い、労働者個人が契約した電話回錦等を用いて業務を行わせる場合、通話料、イン々ーネ・ノト利

用料など/ ; 通信費が增加十る場合や、労働者の自宅の電気料金等が増加十る堤合、実際の費甲のうち業務に要し

た実費の金額を在宅勤務の実態（勤務時間等）を踏まえて合理的・客観的に計算し、支給する. 二とも考えられる、.

なお，在宅勤務に係る費弔負担等に関する源泉所得税の課税関係については、国税庁が作成した「在宅勤務に

係る費用負担等に関十るF A Q  ( 源泉所得税関係) 」（令和3 年1 月1 5 日) を黎照されたい. : .

  ( 3 ) テレワーク状況下における人材育成

子レワークを推進する上で、社内教育等についてもオンラインで実施することb 有効である. . オンラインでの

人村育戌は、例えば。「他の社員の営業の姿を大人数の後輩社員がオンラインて見て学ぶ」「動画にしていっで

ち学べるように十る一等の、オンラインならで：±の利点を持っているため、その利点を活かす工夫を十ることb

有用である. ：

二のほか，テレワークを実施寸る際には、新たな機器やオンライン会議ツール等を使用十る堤合があり，一* 定
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のスキしの習得ジ必要となる場合がある ' 二，・しから，特にテしワークを導人した初期あるいは機村を新規導人した

とき等には. 必要な研修等を行うことも有用である，・.

また，- 丁レワークを行う労働者について，辻内教育や研修制度に間ナる定めをする埼台には、当該事項につい

て就業規則に規定しなければならないこととされている（ソ; ・働基準法第的条第7 号: ）。

( 4 ) 子レワークを効果的に実施十るための人村育成

テレワークヵ特性を踏まえると、勤務十る時間帯や目らの陣庶に十分に注意を払いつつ、作業能辛を勘粟し

て，自律的に業務を浮行できる" とが千レワークの効果的な実施に滴| 一. ており、企業は，各労働者が自律的に業

務を茂行できるよう仕事の進め方の上夫や社内教育等によつて人材の育成に取り祖むことが望ましし、. :

併せて、労働者・が自律的に働くことがてきるよ・: ）、管理職による適切なマネジメントが行われることが重要て'

ゲ）'  千ンワークを実施する際にし適切な業務指示ができるように寸d 等，管理秘のマ不ンメント能力向上に取
り組む，とむ望まい. ・、, ，例えば、テレワ…々を行うに当たっては、管理帖へのマネジメント研修を行うとや，

仕事の進め方として最初に尺枠の方針を示す等、部下が自律的に仕事を進める二とができるような指示の仕方を

可能と十ること等が考えられる. : .

5  テレワ' ークのル・- ' ン，/ J 策定と周キロ

( 1 ' ) 労働基準関係法令の適用

労働基準法上の労働者については, テレワークを打う埼含にお| ・ ' ても、労働基準法、最低貸金法( 昭和3 4 年

法律第1 3 7 弓- ) 、労働安全衛生法( 昭和4 7 年法律第5 7 号. ) 労働者災害補偵保険法( 昭和2 2 年法律第5 0 号)

等の労働基準関f 示法j i ' か適用ラt る

  ( 2 ) 就業規則の整備

- V - レワークをF H 滑に実砲十るためには・使用者は労便で協議して策宇したテレワークのルー，レを就業規則に定

め、労働者に適切に固知寸る二とが望ましい. . .

テレワークを行- - ) 碍所について，労働者が専らモバイル勤務をする得台や、いわゆる「ワーケー>  ヨン」鴻

台など、労働者の都台に含わせて柔軟に選択才るとがてきる場会には、使用者の許可基準を示した上て一,  「使

用者が許可寸・る埼所」においてテレワークが可能てる旨を定めておく - とが考えられる, .

なお、- レワークを行う場所の如何に問わらザ，テ- ワークを行う労働者の属する事業楊がある都道府県の皓

低酋金が過削されることに留京する必要がある, :

  （3 ） 労働条件の明示

快用者は. 労働契約を締結する際、労働者に対し. 就業の場所に関十る事項等を明示する二ととなっており( 労

働基準法第1 5 条、労働基準法施行規則( 昭和2 2 年草生省令第2 3 号) 第5 条第1 項第] 号の3 ) , 労働者に対

1 . 就労の開始日から千レソ— — クを行わせることとする碍合には、就業の埼所としての「使用者が許可十る場

所I  b 含め自宅や4 J 二' '  ライトオフィスなど. テレワ- - クを行・う碍所を明示: 卜る必要がある. .

また，労働者が就労の開始後にテノワークを竹うことを予定している場合には、使甲者は、テしワークを行・）

ことが可能てある場所を明示しておくことが望ましい: .

  （4 ） 労働条件の変更

労働契約や既業規則において定められている勤務場所や業務遂行方法の範囲を超えて使用者が労働者にマレ

ワークを行わせる場合には、労働者本人の合意を得た上での労働契約の変更が必要てあること（労働者本人の含

意を得ずに労働条件の変更を行う場含には. 労働者の受ける不利益の程度等に照らして合理的なものと認められ

る就業規則の変更及び周知によることが必要てあること) に留意寸る必要がある( 労働契約法( 平成1 9 年法律

第1 2 S 号, ）第S 条'  第1 1 条）. . .
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S  様ヶな労働時問制度の活用

( 1 ) 労働基準法に定められた様々な労働時間制度

労働基準法には様ヤな労働時間制度が定められており、全ての労働時間制度でテしワークが実施可能である。

二のため、キレワーク導入前に採用L ている労働時間制度を維持したまま、テレワークを行うことが可能で,

る, . 一方で、子ノワークを実施しや十く寸るために労働時間制度を変更寸る得合: こは，各セの制度の導人要件に

合・b せて変更十るーニとが可能である, . .

( 2  ) 労働時間の柔軟な取扱し、

ア通常の労働時問制度及び変形労働時間制

通常の労働時間制度及び変形労働時間制においてに、始業及び鈴業の時刻や所定労働時間をわらかじめ定め

る必要があるが. テレワークて・オフイスに集まらない労働者について必ずしも一律の時間に労働ナる必要がな

いときには、その日の所定労働時間はそのままとしつつ、始業及び終業の時刻につ・、て子レワークを行う労働

者ごと: こ自由度を認める二とG 考えられる・ー.

このような模合には、使用者があらかじめ就業規則に定めておくことによって、子レワークを行う際に労働

者が始業及び終業の時刻を変更才ることができるように才ることが可能である, : .

イ フレックスタイム制

フレックフ、タイム制は，労働者が始業及び終業/ 」時刻を決定十ることができる制度であり、子レ1 ノー クにな

じみや寸い制度である. : . 特: こ、テレワ- - クには、働く場所の柔軟な活用を可能とすることにより、例えば、次

刀ように，労働者にとって仕事と生活の調和を図る1 とが可能となるといったメリノトがあるものであり、フ

レックス々イム制を活用十ることによって、労働者の仕事と生活の調和に最大限資でる ' 二とが可能となる. : .

-  在宅勤務の場合に、労働者・の生活サイクルに合わせて、始業及び終業の時刻を柔軟に調整t ることや、才

フ く ス勤務の日は労働時問を長く 、一方で任宅刺務のH は労働時問を短くして家庭生活に充てる時問を增や

t といった運用が可能

  ・ ー定程度労働者・が業務から離れる中抜け時問についても、労働者自らの判断により、その時間分その日の

終業時刻を遅くしたり、清算期間の範囲内で他の労働日において労働時間を調整したり寸る1 とが可能

・ テレワークを行う日についてはコアタイム( 労働者が労働しなければならなし、時間帯) を設け- ・ド、オフィ

フ. への出勤を求める必要がある0  - 時間については: ；アタイムを設けておくなど，企業の実情に応じた柔軟

な取扱いも可能

ウ事業場外みなし労働時間制

事業埠外みなし労働時間制は・労働者が事業埠外で業務に従事した場合において、労働時間を算定才る二

とが困難なときに適用される制度であり、使用者の具体的な指揮監督が及ばない事業場外で業務に従事ナる二

ととなる場含に活用できる制度である。子レワークにおいて一定程度自由な働き方を十ろ労働者にとって、柔

軟にテしワークを行うことが可能となる.

テレワークにおいて、次の①②をいずれむ満た十場合には、制度を適用する・ニとができる：

①情報通信機器が、使用者の指示により常時通信可能な状態におく二ととされていない二と

この解釈については、以下の楊含: ・こついては、いずれも①を満た寸・と認められ、情報通信機器を労働者が

所持している二とのみをもって、制度が適用されない二とはない。

・ 勤務時間中に、労働者が自分の意思で通信回縛自体を切断することができる楊含

・勃務時問中は通信回線目体の切断はできず、使用者の指示は情報通信機器を用いて行われるが、労働者

が情報通信賎器から自分の意思で離れる二とができ、応答のタイ ングを労働者が判断することができる

堤合

・会社支給の携帯電話等を所持していても、その応答を行うか否か、又は折り返しのタイミングについて

労働者におし、て判断できる場合
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Q ) 随時使用者の具体的な指示に基づいて業務を行っていない- と

以下の得合についてに②を滴た寸と認められ

・院用者の指示が、業務の目的，目標. 期限等の基木的事項にとどまり、一1 3 のスケジュール（作業内容

とそれを行う時間等）をあらかじめ決めるなど作業® や作業の時期. 方法等を具体的に特定寸るb のでは

ない場含

( 3  ) 業務の性貫等に基づく労働時間制度

哉里労働制反び高度ブ「」フニ・ソショナル制度は、業務透行の方法. . 時間等について労働者・の自由な選択に委ね

る二どを可能と才る制度て' ある. - . これらの制度の対象労働者について・テレワークの実施を認めていくことによ

り, 労働寸る場所についてち労働# ヵ自由な選択に委ねていく 一とが与えられ6 。

7  子レワークにおける労働時間管理の工夫

( 1 ) テレワ- - クにおける労働時間管理の考え方

子レワ— — クの堤合にお: ・ナる労働時間の管理についでは，千レワ- - クが本来の才- ノ . イス以外の損所で行われるた

め使用者による現認ができないなど、労働時問の把握に工夫が必要となると考えられる. .

- - 方で、テレワークは情報通信技術を列用I . て行われ6 ため. 労働時問管理についマb 惜報通信技術を活用し

て行つことと十る等によって、労務管理を円滑に行つことb 可能となる、

f e 用者がテしワ，- クの碍台における労働時間の管理方床をあらか1 ' : め明確にしておくしとにより、労働者が安

心して- アレワークをけうことがてきるように十るととむに，快甲者にとっても労務苦理や業務管理を的確に行う

- 二とができるように十ることが望ましい. : .

( 2 ・) 子レワークにおける労働時間の把握

ーレワークにおける労働時間の把握: . : : ついては、「労働時問の適正な把握| ハために使甲者が講デべき措囮に関

寸るガイドラ1 ・ン」( 平成2 9 年1 月2 0  口基発0 1 2 0 第3 号。以下「適正把握ガイドライン」という- , ) し踏ま

えた使用者1 の対応として, 次の方法によ6 ことが考えられ

ア客観的な記禄による把握

適正把握ガイドラインにおいては、使用者が労働時問を把握十る原則的な方法として、パゾ. ！ンの使用時

間の記録等の客観的な記緑を基礎として. 始業及び衿業の時刻を確認十〇こと等が挙げられてぃる。情報通信

機器やサテライト寸フィスを使用L ており、みの記録が労働# の始業及び終業の時刻を反映してい〇埼合に

は，客観性を確保しつつ、労務管理を簡便に行う方法として、次の対応が考えられる, : .

  ① 労働者がテレワ- ・クに快巾する情報通信機器の使用時間の記緑等により、労働時問を把握すること

  ② 使羽# が労働者の人退堤の記録を把握ナることがで？るサテライトオフィスにおいて子レワークを行う

場合には、サテライトオフィスへの人退場の記緑等に上り労働時間を把握十る二と

イ労働者の自己申告による把握

十しワ，クにおいて、情報通信機器を使弔' ，〔いたとしても、その使用時問の記録が労働者の始業反び終業

の時刻を反映できないような埠合と考えられる, .

二のような埠合に、労働者・の自己申告により労働時問を把握才る1 とが考えられるが，その場合、使用者・は、

  ① 労働者に対して労働時間の実態を記緑し、適正に自己申告を行・) 二となどについて十分な説明を行う- と

や、実際に労働時問を管理寸る者に対して、自己申告制の適正な運用等について十分な説明を行う二と

  ② 労働者からの自己申告により把握した労働時間が実際の労働時問と合致しているか否かについて、パ: ノ

コンの使用状況など客観的な事実と、自己中告された始業・終業時刻との間に著しい乖離がおる二とを把握

した模合( ※, ）には、所要の労働時問の補正を十ること

  ③ 自己申告できる時間外労働の時間数に上限を設けるなど、労働者による労働時間の適正な申告を阻害ナ
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る措置を講じてはならない・ニと

などの措置を講ずる必要がある. . .

※例えば、申告された時間以外の時間にメールが送信されて. ・、る、申告された始業・打業時刻の外で長時

間パソコンが起動していた記緑がある等の事実がある碍含: .

なお、申告された労働時間が実際の労働時間と異なることをこのような事実により使用者が認識してい

な、、場合には、当該申告された労働時間に基づき時間外労働の上限規制を遵守し、かつ、同労働時間を基

に捷金の支払等を行つていれば足りる,

労働者の自己申告により労働時間を簡便に把握する方法としては、例えは一日の終業時に、始業時刻及び絡

業時刻をメール等にて報告させろといった方法を困いることが考えられる. .

¢  3 ）労働時間制度ごとの留意点

子レワ— クの得台においても、労働時間の把握に関して、労働時間制度に応じて次のような点に留意すること

がゼ. 要である

-  フレックスタイム制が適用される碍含: こは、使用者は労働者の労働時間についてに、適切に把握ナる二と

・事業場外みなし労働時間制が適用される場合には、必要に応じて. 実態に合ったみなし時問となっでいるか

労使て確認し，使用者は，の結果に応じて業務量等を昆直ナニと

・ 裁量労働制が適用される楊合には、必要に応じて、業務畳が過大又は期限の設定が下適切で労働者から時間

自己分の決定に関ナる哉量が事実上失われていないか、みなし時間と当該業務の遂行に必要と. される時間とに乖

離がないか等について労使で確認し、使用者はその結果に¢ じて業務量等を見直ナーニと

( 4 ) テレワークに特有の事象の取扱い

了 中抜け時問

千し- ワークに際しては、一定程度労働者が業務から離れる時間が生じるとが考えられる:

二のような中抜け時間につし、・ては、労働基準法上、使用者は把握する二ととしても'  把握せザに始業及び終

業の時刻のみを把握することとしても、いずれでちょい, : .

テレワーク中の中抜け時間を把握ナる埠合，その方去として、例えば~ 日の終業時に. 労働者から報告させ

る二とが考えられる。

また. テレワーク中の中抜け時間の取扱いとしては、

  ① 中抜け時間を把握する場合には、休憩時間として取り扱い終業時刻を繰り下げたり、時間単位の年次有給

休暇として取H 扱う

  ② 中抜け時間を把握しない模合には、始業及び終業の時刻の間の時間につし' て. 休憩時間を除き労働時間と

して取り扱う

二となどが考えられる。

これらの中抜け時間の取扱いにつ| ・、ては、あらかこめ使用者が就業規則等において定めておくことが重要で

ある。

イ勤務時問の一部についてテレワークを行う際の柊動時問

例えば、午前中のみ自宅やサテライトてフィスで子しワークを行ったのち，午後からオフィスに出勤する

場合など，勤務時間の一部につし、てテレワークを行う堤合が考えられる, : .

こうした場合の就業場所間の移動時間について、労働者による自由利甲が保障されている時間につしヽては、

休憩時間として取り扱うこ > が考えられる. .

一方で、例えば、テンワーク中の労働者に対して、使用者が具体的な業務のために急きよオフイスヘの出勤

を求めた場合など、使用者が労働者に対し業務に従事するために必要な就業場所間の移動を命じ、その間乃自
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由利用が保障されていなV 、場合の移動時間は，労働時間に該当十る. : .

ウ休悲時間/ ) 敗扱い

労働基準法第3 4 条第2 項は，原則として休雜時間を労働者に一斉( こ付与寸る ' 二とを規定しているが，テレ

ワークを行う労働者について、労使協定により、一斉付与の原則を適用除外とナることが可能である. :

時問外・休日労働の労働時間管理

テレワークの堤合においても、使用者は時間外・休日労働をさせる埼合には、三六協定の締結，届出や割增

透金の支払が必要となり，また、深夜に労働させる埠会には、深改労働に係る割增技金| 乃支払が必要である: ，

: のため. 使用者は、労働者の労働時間の状況を適切に把握し、必要に応じて労働時間や業務内容等につい

て見直ナニとが望ましい, . ，

才長時間労働対策

千レソークについては、業務の効率化に伴い、時間外労働の削減につながるというメリ. ，卜が期待される一

方で、

  ・ 労働者が使用者と離れた場所で勤務を十るため相対的に使用者の管理の程度が弱くなる

・ 業務に関十る指示や報告が時問帯にかかわらず行われや・十くなり、労働者の仕事と生活の時間の区別が曖

昧となり, 労働者の生活時間帯の確保に支障が生ずる

といったおそれガ'  f c ることに留1 意：卜〇必要が（b る. - .

ニハような点: ・こ鑑み長時間労働による健康障害防止を図ることや、労働者のワ~ クフイフバランスの確保

に配慮才る1 とが求められている. : .

十しワークにおける畏時問労働等を防ぐ手法としては、次のような手, ^ が考えられる, .

( ア） メ- ール送付の抑制等

子レワークにおいて長時間労働が生じる要因としで. 時問外等に棄務に関する指示や報告がメール等によ

って行われる" とが挙げられる。

―のため，役職# , 上司、同僚、部下等から時間外等にメールを送付十る" ' ! ・の目粛を命ずること等が有

効てある。メールのA なっず電話等ての方法によるものも含め，時間外等における粟務の指示や報告の在り

方について、業務上の必要性、指示や報告が行われた場合の労側者の対応ハ要否等について、各事業埠力実

情に応じ、使巾者が¢  — ルを設けること・し与- えらねる.

( イ） シフ. 子ムへのアクセス制限

 + レワークをπう際に. 企業等の社内システム! ：外部のパソコン等ヵ，らアクセス十る形態をとる埼含- h 多

いが、所定外深夜. 休日は事前に許可を得ない限りアクセスできないよう快用者が段定・^ る1 とが有効であ

る. .

( ウ) 時間外. 休日. 所定外深夜労働についマ・の手続

通常/ ) オフィス勃務の堤含と同採に、業務の効率化やワ- - クライフバランスの実現の観点からテレソーク

を専入t る埼合にむ、その趣旨を踏まえ、労使の合意により、時問外等の労働が可能な時間帯や時間数をあ

らかじめ便用者が設定亡ることも有幼である. : ，この場合には，労使双方において、テレワークの趣旨を十分

に共有t るとともに、使用者が、テレワークにおける時問外等の労働に関して、一定の時問帯や時問数の設

定を行う場合がある- と、時間外等の労働を行う碍含の手続等を就業規則等に明記しておくことや、テしワ

ークを行う労働者に対して、寄面等により明示しておく ことが有効である. : .

( エ）長時間労働等を行う労働者への注意喚起

子レワークにより長時間労働が生じるおそれのある労働者や, 休日・所定外深夜労働が生じた労働者に対
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して、使用者が注意喚起を行うことが有効である：

具体的には，管理者・が労働時間の記録を踏まえて行う方法や，労務管理のシス千ムを活用して対象者に自

動で替告を表示十るような方法が考えられる. ，

( 才）そ| / : > 他

二乃ほヵ' 、勤務間インターバル制度はテレワークにおいても長時間労働を抑制寸るための手段の一つとし

て考えられ、この制度を利甲することと考えられる. : ・

8  テレワークにおける安全衛生の確保

  ( 1 ) 安全衛生関係去令・の適用

労働安全衛生法等の関係法令等においては、安全衛生管理昧制を確立し、秘場における労働者の安全と健康を

確保ナるために必要となる具体的な措置を講ずることを事業者に求めており、目宅等; こおいてマレ・ワークを実施

寸る楊台においても. 事業者は、これら関係法令等に基づき、労働者の安全と健康の確保のための措置を講ずる

必嬰がある：

具体的には、

・ 健康相誤を行うことが出来る体制の整備（労働安全衛生法第1 3 条の3 )

・ 労働者- を雇い人れたとき又は作業内容を変更したとき刀安全又は衛生のための教育（労働安全衛生法第5 9

 条）

・ 必要な健康診断とその結果等を受けた措匿( 労働安全衛生法第6 6 条から第6 6 条の7 まで)

・ 過重労働によ3 随康障害を防止ナるための畏時間労働者に対于る医師による面接指導とその結果等を受け

た措置( 労働安全衛生法第6 6 条の8 及び第6 6 条の9  ) 及び面接指導の適切な実施のための労働時問の状況の

把握( 労働安全衛生法第6 6  . 条の8 の3 ）、面接指導の適切な英施のための時問外・休日労働時間の算定と産

業医・・・、の情報捉供( . 労働安全衛生胡則( 昭和4 7 年労働省台第3 2 号) 第5 2 条の2 . )

・ ストレスチニックとキの結果等を受けた措置¢ 労働安全衛生法第6 6 条の1 0 )

・労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者の峙康の保持増進を図るために必要な措置( 労働安全衛

生法第6 9 条）

等の実施により、労働者の安全と健唐の・確保を図る- とが重要である. : . その際、ゼ要に応じて，情報通信機器を

用| . 、てオンラインで実施十る5 とb 有効でめる。

なお、労働者を雇い人れたときし雇人れ後に子レワーク| 乃実施が予定されているとき）又は労働# の作業内容

を変更し、子レワークを初めて行わせるときは. 子レワーク作業時の安全衛生に関する事項を含む安全衛生教育

を行う- とが重要である: .

また，ー・股に，労働者の自宅等におけるテレワ・- クにおいては，危険・ # 害業務を行う二とは通常想定されな

いものであろが、行われ5 楊合においては、当該危険・有害業務に係る規定の遵守が必要である。

  ( 2 ) 自宅等でテレワークを行う際のメンタルヘルス対策の留意点

〒レワークでは、周囲に上司や同僚がいない環境で働くことになるため、労働者- が上司等とコミュニケーショ

ンを取りにくい、上司等が労働者・の心身の変調に気づきにく、、とV 、う状況となる場合が多い:

二のような状況のもと、円滑に子レワークを行うためには、事業者は、別紙] の「千レワークを行う労働者の

安全衛生を確保十るためのチ= メクリスト( 事業者用）」を活用才る等により、陣康相荻体制の整備や、コミュ

ニケーションの活性化のための措置を実施t る1 とが望まL い：

また，事業者は，事業場: ・こおけるメンタルヘルス対策に関才る計画である「心の健唐づくり討画」を策定寸る

二ととしており( 労働者の心の緖康の保持增進のための指針( 平成1 8 年公示第3 号. ）) 、当該計画の策定に当

たっては、上記のようなテレワークにより生じやすい状況を念頭に置いたメンタルヘルス対策についてち衛生委

員会等による調査審諾も含め労使による話し合いを踏まえた上で記載し、計画的に取り組むことが望ましい:
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  ( 3 ) 自宇等て・テレワークを行う際の作業環境整備の留意点

〒レワークを行う作業場が、労働者の自宅等事業者が業務のために提供している作業場以外である楊含にに、

事務所衛生基準規則( 昭和4 7 年労働省台第4 3 号) . 労働安全衛生規則( 一部. 労働者を就業させる建設物その

他の作業堤に係る規定）及び[ 情報機器作業における労働衛生管理のためガイドライン」（令和元年7 月1 2

t d 基発0 7 1 2 第3 号）に一般には滴用されないが. 安金衛生に配慮したモレワークが実施さねるよう. これらの

衛生基準と同等の作業環境となるよう、事業者は子レワークを行う労働者に教育・助言等を行い、別紙2 のI 自

宅等において子レワークを行う際の作業環境を確認寸るためのチニックリス| '  ( 労働者用）」を活用十る" と等

に上り、自宅等の作業環境に関する状況の報告を求めるととしに，必要な場合には. 労使が協力して改善を図る

又は自宅以外の埼所( サ千ライトオフィス等）の活用を検討することが重要である. : ,

  （4 ) 率業者ガ・実施てペき管理に関寸る事項

事業者は・労働者がテレワークを初めて実施十〇ときは. 別紙1 及び2 乃チニックリストを活用寸る等によ

り，（1 ) から（3 ) までが適切に実施されることを労使で確認した上で、作業を行わせる '  とが重要である。

また，事業者による取組が継統的に実施されていること及び自宅等の作業環境が適切に維持さわマ: いる二と

を、上記チニックリストを活用才る等により、定期的に砲認十ることが望まb い、.

  9 子レワクにおける労働災害| 刀補償

- レワークを行つ労働者については、事業場における勤務と同様、労働基準法に基づき、使用者が労働災害に対

する捕悄n 任を負う二とから、労働契約に基づいて事業主の支配下にあることによつ一生じた- 丁- レワークにおけ

る災害は、業務上の災害としブ労災保険袷付の対免となただし、私的行為等業務以外が原㈥であるものについ

ては、業務ト・の災害とは認められない. 一.

在宅勤務を行っている労働者等、子レワークを行う労働者については、この点を十分理解していなぃ可能性b あ

るため. 使用者! よこの点を十分周知十ること' ：望ましレ'  c

また、使用者は、7  (  2  ) を踏まえた労働時間の把握において、惜報通信機器| ハ使用状況などの客観的な記緑や労

働者から申告された時間の記緑を適切に保存するとともに、労働者が負傷した碍含の災害発生状況等について、使

用者や医療機関等が正確に把握できるよう. 当該状況等を可能・な限り記狩比ておく " とを労働者に対して周知す

るてとが望ましい. : .

  1 0 テレワークの際のハラスメントへの対応

事業主は、職場におけるバワーハラスメント、セクシュアルハラスメンI 、等( 以下「ハラスメント」と

いう: . ) の防止のための雇用管理上の措置を講じる ' 二とが義務づけられてお1 、テレワークの際にも，才

フィスに出勤する働き方の場含と同様に、間係法令・関係指針に基づき、ハラスメン1 ・を行ってはならな

い旨を労働者に周知啓発する等、ハラスメントの防止対帝を十分に講じる必要がある. : .

1 1 テレワークの際のセキユリ千イへの対応

情報セキュリティの観点から全ての業務を- 律に子レワークの対象外と判断十るのてはなく . 関連技術の進展

状況等を踏まえ，解決方法刀検討を行う二とや業務毎に個別に利断することが望ましい. : . また、企業・労働者・, ゲ・情

報セキコリティ対策に不安を感じないよ- ? 、総務省が作成している「テレ| ノー クセキュリ子イガイドライン」等を

活用した対策の実施や労働者への教育等を行うことが望ましい. :
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